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注１ 平成20年度を除き、道路統計年報（国土交通省）による。ただし、一般国道は、指定区間外をいい、

一般は自転車専用道を含まない。

２ 改良済：車道幅員5.5ｍ以上の改良済。（ ）内は、車道幅員4.5ｍ以上（昭和46年３月31日以前に

改築され、旧道路構造令に適合しているもの）の改良済

３ 舗装済：簡易舗装を含む舗装済

４ 整備済：改良済延長（車道幅員5.5ｍ以上）－混雑度1.0以上の延長

※混雑度：交通量÷交通容量（全国道路交通センサスに基づく推計値）

５ 全国順位は、政令市を除く

６ 平成17年度の府管理道路の減は京北町の京都市編入による。

確かに、【表3.2-3】によると京都府が管理する道路の管理延長は増加していないのはわかる。しかしながら、全国的

に考察すると、【表3.2-4】のように全国の管理者割合（政令市を含む。）の平均は国1.9％、都道府県13.5％、市町村

84.6％であるのに対して、京都府の管理者割合（京都市を除く。）は国2.5％、府18.5％、市町村79.0％と府の管理者割

合が高く、一方の市町村の管理者割合が低くなっているのである。
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【表3.2-4】都道府県別実延長

平成19年４月１日現在実延長。統計年報2008による。
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【表3.2-4】政令市別実延長

また、【表3.2-5】のように市町村別実延長を見ると、府道の割合が最も高い南丹市は25.0％であるのに対し、最も低

い城陽市では6.7％と大きな開きが生じている。確かに、地域特性等の様々な事情があることは理解できるが、あまり

に極端な開きが生じていることは事実である。
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【表3.2-5】市町村別実延長

平成19年４月１日現在実延長 （単位：㎞、％）

今日では、行政も民間の感覚を持つことが必要であると言われる。思うに、民間と行政の間の大きなズレは、行政に

おいては維持管理の意識が低いところが大きな要因の１つではないかと監査人は考える。特に、いわゆるハコモノ事業

などでは顕著に表れ、建設後の維持管理コスト、就中、その利用者数や、建設時と一定期間経過後の環境変化をシミュ

レーションする際の下振れリスクをあまり熟慮せずに建設を優先している現状を散見する。民間であれば、あまりに大

きい建物を建設すると、電気・ガス代が高くなる、清掃費用が高くなる、固定資産税が高くなる、利用者が減少すれば

利用価値が低くなる、環境変化が著しい場合に他への転用ができるか、など建設後の維持にも注意を払い、このような

要因を考慮して相応の建設を選択する。

しかしながら、行政はこのような感覚が乏しいと監査人は感じる。特に、将来の変化に対するリスク管理が脆弱であ

る。あたかも、建設することが前提で、それに合わせたシミュレーションを後付しているように見えることさえある。

実際には、建設後の維持管理コスト（人件費も、雇用契約解除が困難などのリスクも含む）のほうが建設コストよりも

高くつくことすらある。最近でいえば、マスコミ等で大きく報道された、「私のしごと館」「かんぽの宿」などがその顕

著な例であろう。建設費の高いことも問題だが、運営の仕方を維持しようとすれば、膨大な維持費が必要となっている。

このような点は、道路においても同様であり、むしろ道路はいったん建設されるとその沿線に住民が居住するので、建

物のように取壊しが容易でない点において、より慎重な対応が必要となるのである。

以上の点を考慮すると、府道は維持管理コストを原則は府が全額負担するため、市町村におけるコスト意識が希薄に

なってしまうことが懸念される。少なくとも府道であっても実質的には市町村の生活道になっている道路については、
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市町村に移管して、市町村で維持管理を行うべきであると考える。これにより、市町村の財政に影響が生じるため、住

民の道路に対するコスト意識が高まり、無駄な道路や不必要に規格の高い道路の建設が抑制されることが期待できるの

である。

京都府の見解で「一般国道（指定区間）の都道府県道移管と同様に市町村から必要な予算措置を求められることが想

定される。」とあるが、道路を移管する以上、予算措置を講じれば良いのであり、その予算の執行については市町村の

責任で行い、それをその市町村の住民が監視するのが本来の姿なのである。

むしろ、一般国道（指定区間）の都道府県道移管が叫ばれるような地方分権の流れからも、府道の見直しを行い、市

町村に移管すべき府道は早期に市町村に移管すべきと考える。もっとも、市町村によっては、道路の維持管理を行う要

員が充分でなく、市町村で管理すれば、府が管理するよりも却って維持管理コストが高騰することも考えられる。しか

し、そのような場合は、市町村の体制が整備されるまでは道路の維持管理業務を京都府に委託するか、民間に外注する

などの臨機応変な対応を講じることが求められるのである。

制度上、困難かもしれないが、道路を造る際に、イニシャルコストやランニングコストの一部を沿線の地方自治体も

負担するようになれば、新しく作ることももう少し慎重な判断が加わるのではないだろうか。

3.3.長期未着手の幹線路線について

京都府域の地域高規格道路は【図3.3】のとおりである。

【図3.3】京都府域の地域高規格道路

この中で、未着手となっているのは宇治木津線、京都中部阪神連絡道路、京阪連絡道路の３路線である。

現在は、これらの道路の計画時とは急激に状況が変化している。よって、道路整備に着手する際には、綿密な事前評

価を行い、慎重に着工の可否を判断する必要がある。

3.4.用地取得後未整備の路線について

【表3.4】は道路建設用地として土地を取得したにも拘らず、未整備のまま長期間経過している箇所を集計したもの

である。
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【表3.4】道路建設用地として取得してから未整備のまま長時間経過している箇所

主 ：主要地方道

国 ：国道

現拡：現状拡幅

ＢＰ：バイパス

これらは、公共事業の削減を受け、平成15年度に計60箇所の事業を一時休止された箇所から、その後事業再開した箇

所を除いたものである。

この中で、事業休止の理由が「事業の進め方等検討のため」となっている、久僧伊根線と弥栄本庄線はいわゆるバブ

ル経済のころに打ち出された、丹後リゾート構想の一環として道路整備を行おうとしたものであり、構想自体が破綻し

てしまった現在においてはどうしようもない塩漬け状態となっている。

また、「同一路線内の他工区優先整備のため」というのは、大幅な道路予算削減の結果、事業を実施することが困難

となった箇所である。しかしながら、同一路線に複数工区が存在する以上、予算配分を分散してしまった結果であると

も考えられ、本来はどの工区を優先するかについて、優先順位を決め資源を効率的に投下すべきであったと考える。な

ぜなら、公共事業は予算の関係で工事が途中で中断しているのを散見するが、公共事業の財源は府債の発行でも賄って

いるため、工事が中断している間の利子が無駄になってしまうからである。

いずれにせよ、これらの道路建設用地については長時間未整備のまま放置されており、少なくともその期間の資本コ

ストを無駄にしてしまったことを自覚し、反省するとともに、再発を防止すべきである。

さらに、久僧伊根線と弥栄本庄線については、そもそものリゾート構想自体が破綻している以上、不要となった用地

を早期に売却すべきであるが、売却先も見つからないような用地であるというのが実情である。いったん用地を取得し

てしまうと、害虫の発生等を防止するための草刈等の管理コストが生じることになる。よって、今後は道路建設用地の

取得については、より慎重に行うように提言するものである。

3.5.着手後長期未完成の幹線路線について

【表3.5】は事業に着手したにも拘らず長期間未完成となっている箇所を集計したものである。

【表3.5】再評価対象事業継続箇所一覧

この中で最も古く着手されたものは昭和60年であり、完了予定が平成23年となっていることから、工事期間は実に27

年にも及び、まさに四半世紀を超えることになる。よく、「この道路が開通するころまで生きていられるだろうか？」

という声を耳にするが、この工事などはその典型といえる。

しかしながら、工事期間が長いというのは「3.4.用地取得後未整備の路線について」でも記載したように、それだけ

資本コストを無駄にしていることになる。よって、工事の着工にかかるかどうかの判断時点においては充分に選択と集
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中を行う必要がある。また、ばらばらと着手することなく、優先順位をつけて優先度の高いものについてのみ、集中的

に着手するなど、工事期間を短縮して、資本コストを無駄にしないように考え直す必要がある。

3.6.廃止検討路線について

京都府では都市計画決定後、長期未着手となっている都市計画道路等について、その必要性や課題について現時点で

評価し直すことで、計画の存置、廃止等の方向性を決定するための視点や検討方法を示した「京都府都市計画道路網見

直し指針」に基づき、都市計画道路網の見直しを進めている。見直し検討の方法は【図3.6】のとおりである。

【図3.6】廃止候補路線決定のフロー

このように、見直し検討の方法が決められ、この方法により廃止路線候補に決定された路線は６市町で15路線に上る。

しかしながら、これまで廃止路線に決定された路線は１路線もなく、このスキームは実質的には機能していないのであ

る。

しかしながら、都市計画決定された都市計画施設（道路・公園等）の区域、または市街地開発事業（市街地再開発事

業・土地区画整理事業等）の施行区域では、将来行う事業の円滑な施行のため、建築物の階数や構造に関する建築制限

が設けられることになる。そのため、土地の所有者は土地の利用を制限され、長期間に亘り、経済合理性が損なわれる

といったマイナス面が生じているのである。
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不要な道路、廃止候補路線の決定は早期に行い、建築制限の規制を排除することで、土地の所有者が自由に土地を利
用できるようにしなければならないと考える。
確かに、これまでは自動車の保有台数は右肩上がりで、都市計画決定されれば、いずれは道路が建設されるであろう
との考えもあった。しかしながら、京都府では既に自動車の保有台数は減少を始めており、京都府の財政状態のみなら
ず、今後の人口減少や経済動向を鑑みても、道路の新設は困難といわざるを得ない状況にある。また、道路自体の必要
性も都市計画決定された際の状況とは大きく変化しており、今日では道路の役割が、防災性の高い市街地形成、地球環
境保護、魅力的な町並みの確保などに移行している。そのため、今後は廃止候補路線の決定は速やかに行うべきで、廃
止候補路線決定について時間的制限を設け、関係機関の合意が得られない場合であっても廃止候補路線決定できるよう
な仕組みを作る必要があると提案する。

４入札制度
4.1.入札・契約方式の概要
京都府が実施してきた入札・契約方式には、①一般競争入札、②公募型指名競争入札、③通常型指名競争入札、④随
意契約方式の４種類があり、その概要は次のとおりである。

4.1.1.一般競争入札
一定の入札参加資格条件（経営事項審査数値、同種工事の施工実績、技術者の配置など）を提示して入札参加者の募
集を行い、その参加資格を有する業者が応募すれば、資格確認の上、すべてに入札参加を認める方式であり、入札の透
明性、競争性が最も高いとされる方式である。なお、特例政令により、平成19年度では24.1億円以上（平成20～21年度
は26.3億円以上）の工事については、本店の所在地等の地域要件を付けることはできないとされている。
京都府では、平成18年１月から2,500万円以上の府外業者対象発注工事について、平成19年４月から1,000万円以上の
府内中小零細業者対象工事以外の工事、さらに平成19年10月からは1,000万円以上の全ての工事について対象を拡大し
ている。

4.1.2.公募型指名競争入札
一定の入札参加資格条件を提示して入札参加者の募集を行うのは一般競争入札と同様であるが、公募型の場合は、簡
易な技術資料等の審査により発注者が入札参加者を指名できる点で異なる。
京都府では、一般競争入札の前段階として平成15年７月から対象工事の拡大に取り組んできた。

4.1.3.通常型指名競争入札
京都府の指名競争入札参加資格者名簿に登録された業者の中から、工事規模・内容に応じて、京都府から入札参加者
を指名する方式である。
京都府では、一般競争入札の対象工事の拡大に伴い、平成19年10月からは1,000万円未満の工事が指名競争入札の対
象となる。また、競争性向上のため、平成19年４月から、指名業者数を概ね10者から概ね20者に拡大している。

4.1.4.随意契約方式
競争入札に適しない災害復旧等の緊急を要する工事などに限定される方法であり、原則として複数者から見積書を取
り、最も低い金額を提示した業者と契約する方式である。
平成19年度の入札監視委員会に提出された入札方式別発注工事一覧表1,646件の工事のうち道路関係の随意契約は僅
か８件であり、内容も緊急性を要する工事であり、しかも金額は最高で875万円と低くなっている。

4.2.入札制度の改革
4.2.1.談合を防止する入札制度の改革
京都府では、公共工事をめぐる談合事件が全国で相次ぐ中、平成18年12月に全国知事会から緊急報告された「都道府
県の公共調達改革に関する指針」を受け、平成19年３月に「京都府公共調達の改善の骨子（中間報告）」を策定し、次
のような談合を防止する入札制度の改革に取り組んでいる。
① 一般競争入札の拡大
平成19年４月から1,000万円以上の府内中小零細業者対象工事以外の工事について、さらに平成19年10月からは
1,000万円以上の全工事を対象に一般競争入札を拡大実施する。
② 指名競争入札における指名業者数の拡大
災害復旧などの緊急を要する工事や1,000万円未満の小規模工事については、当面、指名競争入札によることと
し、この場合にあっても、競争性向上のため、指名業者数について、平成19年４月から、現行の概ね10者を概ね20
者に拡大する。
③ 総合評価落札方式の拡充
価格と品質を総合的に評価して落札者を決定する総合評価落札方式については、平成18年度の試行（工事６件）
の検証を基に、平成19年度においては、さらに入札参加者の技術力などを適切に反映し、健全な企業がしっかり応
札できる評価項目などを充分検討したうえで、その試行の拡充（平成19年度の試行は工事22件）を図る。
④ 談合等不正行為に係るペナルティの強化
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公正取引委員会の告発、談合・競売入札妨害等での逮捕など特に悪質な場合における入札参加（指名）停止期間

について、現行の最大12箇月を最大24箇月とするなど、19年４月から大幅にペナルティを強化する。

⑤ 電子入札の全面実施

平成16年度より試行を開始した電子入札について、平成19年４月から対象を全ての発注案件に拡大して全面実施

する。

4.2.2.入札及び契約手続についての第三者機関による審査システムの導入

京都府では、府が発注する建設工事について、第三者の中立・公正な立場から客観的な審査等を受けることにより、

入札及び契約の過程ならびに契約の内容の透明性と公正な競争の確保を図ることとし、学識経験者や弁護士などで構成

される「京都府入札監視委員会」を平成15年６月に設置した。５名の委員により年３回、委員会が開催されており、審

議内容はホームページで公開されている。

4.2.3.情報公開

京都府では、建設工事の入札発注見通し、入札公告、入札結果、指名停止情報、随意契約状況などをホームページに

掲載するなど、透明性を確保すべく情報公開に積極的に取り組んでいる。

4.3.落札率の推移

4.3.1.京都府全体の落札率の推移

京都府全体の公共工事における入札方式別の落札率（予定価格に占める落札額の割合）の推移は【表4.3.1】のとお

りである。

平成15～17年度まで落札率はほぼ91～92％台で推移してきたが、公募型指名競争入札の増加及び平成18年１月から一

般競争入札の対象が2,500万円以上の府外業者対象発注工事に拡大されたことを受け、平成18年度には90.4％と90％台

になった。

さらに、一般競争入札の対象が、平成19年４月から1,000万円以上の府内中小零細業者対象工事以外の工事について、

また、平成19年10月からは1,000万円以上の全工事に拡大されたことから、平成19年度には一般競争入札の件数が指名

競争入札の件数を初めて上回り、全体の55％を占めることになった。この結果、平成19年度の落札率は82.1％へと大幅

に低下し、入札制度の改革による効率性の効果が現れてきている。

【表4.3.1】京都府全体における入札方式別落札率の推移

（注）落札率は各入札率合計を件数で除した単純平均落札率である。

4.3.2.建設交通部の落札率の推移

建設交通部の落札率の推移は【表4.3.2-1】のとおりである。

道路事業を担当する建設交通部においても、落札率は府全体とほぼ同様の推移を示しており、平成19年度の落札率は

81.6％へと大幅に低下している。

【表4.3.2-1】建設交通部における入札方式別落札率の推移

（注）落札率は各入札率合計を件数で除した単純平均落札率である。
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また、建設交通部の平成17～19年度の入札方式別の件数・契約額の構成比の推移は【表4.3.2-2】及び【表4.3.2-3】

のとおりである。

一般競争入札の件数は、平成17年度は僅かに15件で１％であったが、平成19年度には733件で54％となり、50％を超

えることになった。これに対して、通常指名競争入札の件数は、平成17年度は1,743件で88％を占めていたが、平成19

年度には621件で46％となり、50％以下になった。

契約額においても、平成19年度の一般競争入札の構成比は250億円で87％であり、通常指名競争入札の37億円で13％

を完全に逆転することになった。

一般競争入札の対象が1,000万円以上の全工事に拡大されたことにより、落札率が大幅に低下するといった状況にな

っている。

【表4.3.2-2】建設交通部における入札方式別件数の構成比の推移

【表4.3.2の３】建設交通部における入札方式別契約額の構成比の推移

4.4.入札差金の管理

落札率が低下すると、当然に予定価格と落札額との差金が大きくなる。この入札差金については、事業ごとの取扱方

針に従って、当該事業の前倒処置や他の道路事業に転用されることになる。京都府では、この入札差金がどのように使

用されたかを管理する工程管理表を作成し、また、当初契約額よりも最終契約が３割以上増額された場合には、本庁事

業課に協議書を挙げて決裁を受けることになっている。

落札率低下により、差金の額が大きくなっている以上、入札手続きにおける当初契約額の管理だけではなく、落札額

と最終契約額の管理、差金使用の�末の管理徹底は当然であり、予算が優先順位に従って効果的に執行されていること

を確認する必要があると考える。

もう１つの問題点として、予算が必ずしも年度ごとの進行に応じた積上計算になっていない面があり、事業の前倒措

置や他の道路事業に転用されることもあるが、これも緊急度や重要度の低い事業へ予算を執行する温床になっていない

だろうか。京都府からは、たとえば予定価格と落札額との差金について、工程ヒアリングを行い、工程進捗の停滞して

いるところから進捗している事業に配分しなおすなど、効率的な事業執行に努め、早期の事業効果に努めている、との

回答を得たが、事業の緊急度・必要性に応じて年度ごとの進捗が計画されているのであるから、支出が少なくてすむ場

合には、流用することなく処理するべきである。このような流用が当然のように行われると、建設交通部に割り当てら

れた予算は、あたかも建設交通部が自由に使えるかのような印象を府民は抱いてしまうのではないだろうか。このよう

な自由が、ともすれば今般問題となった裏金問題のような「予算を消化さえすればいい」という錯覚に陥る遠因になる

可能性も否定できないのではないだろうか。予算は計画どおりに執行されなければならないとともに、たとえ、その年

度で執行がなかった事業費を他事業に転用されることは避けなければならない。
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4.5.最低制限価格制度と低入札価格調査制度

4.5.1.最低制限価格制度と低入札価格調査制度の概要

落札率の低下は、税金の効率的な執行という面では改革の効果と言えるが、過当競争が増え、結果として工事の品質

や安全管理が疎かになったり、地域の安心・安全を支える地元建設業者が疲弊するようなことになったりと、長期的に

見て却って府民にとって不利益な状況を生み出すことが懸念される。このような事態に対処するため、京都府では、入

札制度における「最低制限価格制度」と「低入札価格調査制度」を採用している。

最低制限価格制度とは、契約の内容に適合した履行を確保するため、最低制限価格未満で入札した者を失格とする制

度である。

低入札価格調査制度とは、調査基準価格未満で入札した者を、契約の内容に適合した履行が確保できるかどうか調査

し、適正な履行が確保できると判断される場合には当該価格で契約する制度である。

京都府では、５億円以上の比較的技術力の高い業者を対象とした大規模工事に、品質や下請業者への影響を把握でき

るよう低入札価格調査制度を適用し、５億円未満の工事については最低制限価格制度を適用することにより、過当競争

を防止しすることとしている。

京都府では、低入札調査基準価格及び最低制限価格の設定式について、中央公共工事契約制度運用連絡協議会（以下、

中央公契連という）のモデル式を参考としており、平成19年度は次の設定式を採用している。この設定式により、低入

札調査基準価格及び最低制限価格を算定すると、概ね予定価格の70％～80％の水準になると見込まれる。

直接工事費100％＋共通仮設費100％＋現場管理費20％の合計額

ただし、予定価格の２／３から85％の範囲内であること

4.5.2.最低制限価格制度と低入札価格調査制度の見直し

京都府では、工事品質への影響等の考慮から前記の中央公契連のモデル式が平成20年６月に見直されたこと、また、

平成19年度から一般競争入札の対象範囲の拡大に伴い落札率が82.1％へと大幅に低下したことを受け、平成20年11月以

降、最低制限価格等の設定式や低入札価格調査制度の適用範囲を見直すことにした。今後は「最低制限価格の引き上げ」、

「低入札価格調査制度の適用範囲の拡大」となる見直しである。

4.5.2.1.見直しの内容について

最低制限価格等の見直し内容のイメージ図は【図4.5.2.1】のとおりである。

【図4.5.2.1】最低制限価格等の見直し内容のイメージ図

最低制限価格等の見直しの内容を要約すれば次のとおりである。

① 最低制限価格制度の対象工事を５億円未満から１億円未満に引き下げる。

② 低入札価格調査制度の対象工事を５億円以上から１億円以上に引き下げる。調査の結果、契約する場合の新たな

措置として、下請けへのしわ寄せ実態等の把握、現場専任技術者増員、前払金の限度額を通常４割から２割に引下
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げを行う。さらに、特別重点調査制度を新設し、極端な低価格の入札については、28項目のより詳細な調査を実施
する。
③ 最低制限価格等の設定式を中央公契連の新モデル式に見直す。

4.5.2.2.見直しの効果の検討
さて、この最低制限価格等の見直しの効果はどのように考えられるか。
①最低制限価格制度の対象範囲を縮小し、低入札価格調査制度の対象範囲を拡大することは、価格競争を制限する最
低制限価格制度を縮小し、低入札価格であっても工事品質が確保されているかどうかを調査した上で契約を可能とする、
価格競争を制限しない低入札価格調査制度を拡大するものであり、入札制度の効率性の観点からより好ましい変更であ
る。
②低入札価格調査の新たな措置は、下請の実態調査を行うことにより下請支払のしわ寄せを監視し、請負者に現場専
任技術者の増員を義務化することにより手抜き工事を防止し、前払金割合の減額（４割⇒２割）を行うことにより前払
金狙いの入札参加者を排除しようというものであり、好ましい措置である。また特別重点調査の新設も、極端な低価格
についてより詳細な調査を実施するものであり、好ましい措置といえる。
③落札率が、最低制限価格に限りなく近づくことは、国及び他の都道府県でも実証されている。最低制限価格等の設
定式の見直しにより、概ね予定価格の80～81％の水準に最低制限価格が上昇することが見込まれ、これが落札率の上昇
に繋がれば過当競争により疲弊する地元企業の保護となることが期待される。
確かに、大手企業にしかできない大規模工事は別として、それ以外の工事を扱う地元中小企業には過当競争による体
力消耗は深刻な問題である。特に、現在のような未曾有の世界同時不況の下、建設不況がさらに深刻化している状況に
あっては、地元企業に対する公共事業政策として、行き過ぎた落札率の低下に歯止めをかける措置が必要であるとの考
え方も充分説得力を持つ。
しかしながら、平成20年度包括外部監査のもう１つのテーマである府立高等学校等の報告書でも述べたように、最低
制限価格制度は、経営努力で価格を下げようとするまじめで優良な企業を失格にする可能性を抱えた制度である。事実、
最低制限価格割れになったサンプルの検討において、落札者よりも失格者のほうが経営事項審査の総合評定値が優れて
いるケースがあり、最低制限価格の利用が却って府民の利益を損なう結果となるケースが散見されている。最低制限価
格制度を維持するのであれば、最低制限価格を機械的に定率的に引き上げるのではなく、府立学校チームが提案する、
最低制限価格が市場における実勢価格を反映する変動型最低制限価格制度の導入を検討すべきであると考える。（監査
テーマ�２「府立学校（高等学校・附属中学・特別支援学校）の運営について」の中の「1.1.2.最低制限価格についての
問題点」参照））

4.6.総合評価落札方式の導入
4.6.1.総合評価落札方式の概要
総合評価落札方式は、価格のみにより落札者を決定する最低価格による自動落札方式に対し、価格競争を尊重しつつ
も価格以外の技術的な要素を評価して、価格と品質の総合的評価により落札者を決定する方式である。過当競争による
落札率の低下は、工事の品質低下をもたらす懸念がある。よって、総合評価落札方式は、技術力評価により工事品質を
確保し、不良不適格業者によるダンピング受注を排除するのに効果的な方式とされている。すでに、他の都道府県にお
いても導入されており、京都府でも平成18年度から試行が開始された。
京都府では、100点に技術評価項目の加算点（技術評価点）を加えたものを当該入札者の入札金額（単位：億円）で
除して「評価値」を算出し、入札金額が予定価格の制限の範囲内にある者のうち、評価値が最も高い者が落札する方式
を採用している。

評価値＝技術評価点÷入札金額（単位：億円）
技術評価点＝100点＋加算点
（注）０≦加算点≦10～50点

しかしながら、加算点を決める評価項目、評価基準、加算点配分等には相当の工夫を要する。この点につき、京都府
では、平成18年度における簡易型の対象工事については、加算点の満点を15点とし、工程管理、品質管理、安全管理、
施工管理、過去の工事実績、配置予定技術者の能力といった評価項目を設定し、評価基準の設定に従って配点を行って
いる。また、平成19年度においては、加算点の満点を10点とし、評価項目も対象工事の内容に応じて変更しながら試行
を拡大している。
このように、入札事務に多大な労力を要する方式であるが、価格と品質のバランスを保つ入札制度の確立に向けて、
効果的な落札基準の研究や運用の改善が期待される。

4.6.2.総合評価落札方式の試行状況
平成18年度は、標準型１件及び簡易型５件の合計６件が行われ、このうち道路関係は簡易型の４件であった。これら
の落札率は、標準型で71.1％、簡易型で平均85.4％であった。最低入札額以外の者が落札したケース、すなわち価格だ
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けでなく技術評価の加算点の要因により落札した逆転のケースは、全６件のうち２件となった。それらの逆転額は、

375千円（逆転金額率1.2％）と3,700千円（逆転金額率5.8％）であった。

平成19年度は、標準型２件及び簡易型20件の合計22件が行われ、このうち道路関係は簡易型で８件であった。これら

の落札率は、標準型で平均81.1％、簡易型で平均77.7％であった。平成19年度の逆転の状況は簡易型20件のうち10件で

あり、半数が総合評価の影響を受ける結果となっている。ただし、逆転額は35千円（逆転金額率0.1％）～520千円（逆

転金額率1.2％）と小さくなっている。

4.6.3.入札状況の検討

平成19年度に行われた道路事業での総合評価落札方式は簡易型８件である。これら８件のうち、府内業者案件７件に

ついて入札状況の検討を行った。

この７件の入札状況は【表4.6.3】のとおりである。

【表4.6.3】総合評価落札方式の入札状況
（単位：千円）

これらの工事は、５億円未満の工事金額であることから、最低制限価格が設定されている。最低制限価格率（最低制

限価格÷予定価格）は平均73.2％であり、平均落札率は74％である。たとえ総合評価といえども、最低制限価格に限り

なく近い水準で落札されていることがわかる。

また、技術評価点による逆転は７件のうち４件であり、総合評価という方式は充分に機能していると考えられるが、

逆転額は35千円（逆転金額率0.1％）～520千円（逆転金額率1.2％）と小差である。入札金額の最高金額と最低金額の

差額は平均で5,456千円、予定価格平均の15％と結構な差が生じているのであるが、今回の試行では加算点の満点は10

点（10％）であり、加算点のウェイトが小さいこの水準では、価格競争中心の結果はまぬがれず、大きな逆転額は望め

ないとこととなった。

ただし、技術提案資料の検討による技術評価が行われることから、技術不適格業者の排除という目的は達成できてい

る。

4.6.4.総合評価落札方式と最低制限価格制度の疑問

今回の試行では５億円未満の工事金額であることから、最低制限価格が設定されており、７件のうち４件について失

格が発生している。

失格の発生している４件の入札結果は【表4.6.4】のとおりである。

【表4.6.4】総合評価落札方式入札結果（失格ありのもの）
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このうち、最低制限価格を下回った金額は最低で25千円、最高でも250千円であり、ごく僅かである。また、落札金

額と失格者の入札額の差額を見ても、最低75千円、最高でも770千円でしかない。このように、最低制限価格制度の非

情さが現れている結果である。

しかしながら、ここにおいても疑問が出てくる。そもそも、技術的要素を評価する総合評価落札方式を採用するにあ

たり、最低制限価格による失格基準を設定する必要があるだろうか。総合評価落札方式において、労力を掛けて技術提

案資料を検討し、技術的評価を行うのであれば、技術不適格業者はこの段階で排除されなければならない。よって、総

合評価落札方式により技術不適格業者が排除されていれば、最低制限価格により入札者を失格させる理由はないのであ

る。

そこで、総合評価落札方式の異常な低入札価格については、低入札価格調査制度によりその是非を検討することが妥

当であり、最低制限価格制度を併用することは総合評価の趣旨に合わないと考える。

５ 道路事業における事業評価制度について

京都府では、府が実施する公共事業の効率性及び実施過程の透明性の一層の向上を図ることを目的とし、公共事業評

価制度の体系的整備とその充実に取り組んでいる。

特に、道路事業は、平成19年度予算の公共土木事業箇所決定額344億円のうち224億円と65％を占めており、この公共

事業評価制度の重要な対象となっている。

5.1.公共事業評価制度の概要

京都府では、新たに事業費の予算化の要望を行う新規事業などについては「事前評価」を実施し、また、予算化した

あと長期間を要している事業については「再評価」を実施している。さらに、完了事業については事業効果を検証する

「事後評価」の試行を導入している。これらは、平成10年度に「再評価」が、平成14年度に「事前評価」と「事後評価」

が導入された。

この評価にあたっては、第三者機関である「京都府公共事業評価審査委員会」（７名の委員で構成）を設置し、公開

による審査を行うとともに、その結果をホームページ等において広く公表している。

公共事業の評価システムの概略図は【図5.1.】のとおりである。

【図5.1】公共事業の評価システムの概略図

5.1.1.事前評価について

事前評価の対象事業（維持管理に係る事業を除く）となるのは、次の事業である。

① 新規事業の全体事業費が10億円以上のもの

② 計画変更等により新たに全体事業費が10億円以上となるもの

③ 府民生活、地域経済への影響等により必要と認められるもの

事前評価の方法は、次の事項を検証することにより実施する。

① 事業の目的

② 事業を巡る社会経済情勢等（事業の必要性）

③ 費用対効果分析（事業の有効性）

④ コスト縮減や代替案立案等の可能性等（事業の効率性）

⑤ 良好な環境の形成・保全
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5.1.2.再評価について

再評価の対象事業（維持管理に係る事業を除く）となるのは、次の事業である。

① 予算化後、調査等のため５年間を経過後も未着手のもの

② 継続中の事業で10年間を経過したもの

③ 再評価実施後、５年間経過したもの

④ 進ちょく状況等により必要と認められるもの

再評価の方法は、次の事項を検証することにより実施する。

① 事業の進ちょく状況

② 事業を巡る社会経済情勢等の変化

③ 事業の投資効果及びその要因の変化

④ 事業の進ちょくの見込み

⑤ コスト縮減や代替案立案等の可能性等

⑥ 良好な環境の形成・保全

5.1.3.事後評価について

事後評価の試行対象事業（維持管理に係る事業を除く）となるのは、次の事業である。

① 事業完了後概ね５年以内のものから選定

② 社会経済情勢の変化等により必要と認められるもの

事後評価の方法は、次の事項を検証することにより実施する。

① 事業の効果

② 事業により整備された施設の管理状況

③ 事業を巡る社会経済情勢等の変化

④ 良好な環境の形成・保全・変化

⑤ 改善措置の必要性

⑥ 今後の課題等

5.2.公共事業評価審査委員会の審議状況

公共事業評価審査委員会は平成15年度から平成19年度まで、毎年５～６回の頻度で開催されている。また、内容ごと

の審査件数（府対象事業）は【表5.2-1】とおりであり、このうち道路事業を対象とした審査件数は【表5.2-2】のとお

りである。

【表5.2-1】公共事業評価審査委員会の審査件数（府対象分）

【表5.2-2】公共事業評価審査委員会の審査件数（道路事業対象分）

【表5.2-1】【表5.2-2】によると、５年間の審査件数の合計では、道路事業は「事前評価」では21件のうち14件、「再

評価」では82件のうち30件、「事後評価」では４件のうち２件が審査対象として取り上げられており、公共事業評価制

度が道路事業の事業評価制度の役割を充分に担っていることがわかる。また、各審査対象の各審査表はホームページで

公開されており、対象事業の概要、審査内容、総合評価結果について閲覧することができる。さらに、委員会での質疑

応答や審査状況の概略も議事録で閲覧できる。

次に、平成15～19年度の道路関係の審査対象について各審査表を閲覧した。各審査表において、対象案件や審査項目

は先の各評価実施要綱の定めに従っており、「事前評価」や「再評価」にあってもコスト縮減等の検討も積極的に行わ

れており、京都府の事業評価の取り組みは評価されるものと考える。

これらの道路事業の総合評価の結果は、「事前評価」については全てが新規着手の必要性あり、「再評価」については

全82件のうち継続が71件、見直し継続が12件、中止が２件であった。
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5.3.「事前評価」の審査件数について

平成15～19年度において道路事業で「事前評価」の審査対象となった事業は【表5.3】のとおりである。

【表5.3】道路事業の「事前評価」対象事業

*1（宮津市須津～京丹後市大宮町森本）

*2（大山崎町～長岡京市）

平成15～17年度までは複数の件数が審査されていたが、平成18、19年度については各１件と審査件数が減少している。

これは道路予算が毎年において減少傾向にある影響により、全体事業費10億円以上という大規模事業の実施が難しくな

っていることが要因と考えられる。

道路事業は一度着工すれば、途中で中止することが困難であることを考えると、着工前における事前評価の重要性は

論ずるまでもない。道路予算が減少するのであれば、なおさら「事前評価」の重要性は増すのであり、審査対象とされ

る対象金額は更に引き下げられるべきである。ただし、府は当初より公共事業評価審査委員会の審査対象外である全体

事業費１～10億円未満の事業についてもすべて事前評価調書を作成し、事前評価の審査対象と一緒にホームページで資

料を公開していることを申し添える。

社会経済情勢から鑑み、この事業は本当に必要とされているのか、また、便益を生む有効な事業なのか、さらにはコ

スト縮減や代替案の検討が充分行われ効率性は追及し尽くされたのかといった検証は、本来は全ての事業について行わ

れるべきである。このように、委員会での審議の場を持つということは、「事前評価」の内容の検証をより向上せしめ

る有効な手段となるものであるから、是非ともより多くの事業が対象案件となることを要望する。

5.4.「事前評価」と「再評価」の審査対象事業の検討

5.4.1.検討事業について

公共事業評価審査委員会の審査対象となった事業に、

① 平成15年度「再評価」の宮津野田川道路、

② 平成16年度「事前評価」の野田川大宮道路

がある。いずれも京都縦貫自動車道の最北端と接続延長する鳥取豊岡宮津自動車道の一部である。京都縦貫自動車道・

宮津天橋立ＩＣからの接続延長部分が宮津野田川道路であり、さらに、その延長が野田川大宮道路となる。

それぞれの総事業費は①の宮津野田川道路が345億円、②の野田川大宮道路が160億円と、いずれも京都府にとって巨

額大規模事業である。両事業の概況は【表5.4.1】のとおりである。

【表5.4.1】検討事業の概要



１ 高規格幹線道路網を補完し地域相互の交流促進等の役割を担う道路で、自動車専用道路もしくはサービス速度は概ね60㎞／ｈ以

上で沿道からの出入りをコントロールした道路
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5.4.2.巨額な両事業が道路事業に与える影響

巨額大規模事業である宮津野田川道路と野田川大宮道路が、京都府の道路事業にどのような影響を与えているかにつ

いて検討してみる。

道路関係事業予算の推移は【表5.4.2-1】及び道路関係事業の公共事業箇所決定額等の推移は【表5.4.2-2】のとおり

である。

【表5.4.2-1】道路関係事業予算の推移
（単位：億円）

【表5.4.2-2】道路関係事業の公共土木事業箇所決定額等の推移
（単位：億円）

厳しい財政状況の下、京都府の道路予算は平成10年度の1,100億円をピークとして平成16年度に500億円を下回り、平

成20年度では402億円まで減少している。これに対応して、道路事業の公共事業箇所決定額も、平成16年度の272億円か

ら平成20年度には202億円と減少している。

このような厳しい状況下にある中で、宮津野田川道路においては平成16年度以降も平成19年度を除き、毎年約30億円

以上の予算が割当てられている。これは、実に５年間で、道路予算全体の平均７％、道路公共事業予算の平均14％、道

路公共事業の道路新設改良費予算の平均47％もの金額が毎年割当てられていることになる。また、平成21年度以降の残

事業費も約57億円あるので、平成22年度までは約30億円程度の予算が割当てられると予想される。

さらには、野田川大宮道路は、平成17年度事業着手から平成20年度までは主に調査・設計段階にあるが、この平成20

年度までの累計の実績事業費は７億円程度が見込まれている。しかしながら、総事業費は160億円もの巨額が見込まれ

る事業規模からみて、宮津野田川道路の工期が終わった後の、平成23～27年度までの５年間に、毎年約30億円程度の予

算が必要となることが予想される。

このように京都府は、道路予算の減少が続く中、平成16年度以降において実に10年以上にわたり、この鳥取豊岡宮津

自動車道の道路新設に毎年約30億円の予算を割当て続けることになるのである。

現在のような厳しい道路予算の下では、これらの大規模事業の存在自体が他の事業の整備を遅らせる要因にもなる。

また、道路の維持管理の重要性が認識されているが、今後、維持管理費予算の大幅な増額が必要とされるときに、この

予算を圧迫するおそれがないといえるのであろうか。

このように、他の道路建設を犠牲にしてまでも、また、増加が予想される維持管理費予算への圧迫の懸念の中、この

２箇所の道路新設事業は、今日の京都府の道路事業において、本当に優先順位の高い事業か、について今後も注視しな

がら、検討を重ねる必要がある。

5.4.3.鳥取豊岡宮津自動車道のネットワークの実現性について

鳥取豊岡宮津自動車道は、平成６年12月に指定を受けた、鳥取県鳥取市から兵庫県豊岡市を経て、京都府宮津市へ至

る、延長約120㎞の「地域高規格道路」１である。この鳥取豊岡宮津自動車道は京都縦貫自動車道、北近畿豊岡自動車道

等の「高規格幹線道路」と接続し、京都府北部地域及び日本海沿岸方面の高速ネットワークを形成する路線となる予定

である。京都府域約44㎞のうち約23㎞（宮津市～網野町）が平成11年４月に都市計画決定されている。

全体の整備状況は【図5.4.3】のとおりである。
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【図5.4.3】鳥取豊岡宮津自動車道の整備状況

まず、京都府では、先の宮津野田川道路と野田川大宮道路の事業が進められており、都市計画決定された宮津市～網

野町の約23㎞のうち宮津市～京丹後市大宮町の約11㎞が整備中である。また、他県の整備状況は、鳥取県と兵庫県を合

わせて断片的に約22㎞が整備中である。よって、全体では、約120㎞のうち約33㎞が整備中であり、京都府内では、約

44㎞のうち約11㎞が整備中となっている。このうち開通しているのは、兵庫・鳥取の一部で僅か約10㎞である。

鳥取豊岡宮津自動車道は巨額の事業費を要する地域高規格道路であり、どの府県も財政難から、全体の完成時期の目

処が立っていない状況にあり、進捗状況からみても鳥取豊岡宮津自動車道は当面は繋がらない道路と考えるのが適正な

判断である。

平成16年度の野田川大宮道路の「事前評価」の審査表には、「事業の必要性」の項目の「計画規模の見直し等」で、

事業化区間の設定について「大宮森本ＩＣのここまでを当面の事業化区間とする」「これらの内容について、都市計画

の変更手続きを進める。」とある。よって、京都府もこの段階で、鳥取豊岡宮津自動車道の全線開通には相当の時間を

要するとの認識が高かったはずである。

このように、２箇所の区間約11㎞の整備に505億円もの巨額の事業費を投入して整備を進めているが、その先線、残

り33㎞については、現段階において具体的な事業化の目処はたっていないのである。

5.4.4.鳥取豊岡宮津自動車道延伸にあたっての厳格な事業評価

京都府の主張によれば、ネットワークの段階的整備の途上であっても、区間の延伸により、災害時等の緊急輸送道路

の確保、輸送時間短縮による観光面への波及、広域化する生活圏への対応等の地域経済の効果が期待され、府域の経済・

社会活動、府民生活の向上、安心・安全を確保するために非常に重要である、とのことである。

しかし、当面ネットワークとして繋がらないのなら、今の厳しい道路予算にあって、京都縦貫自動車道の延長にしか

すぎない僅か4.3㎞の野田川大宮道路を、なぜ性急に160億円もの巨額の総事業費をかけて着工する必要があったのか。

少なくとも宮津野田川道路が開通（平成22年度完成予定）後に利用状況を把握し、さらには、京都縦貫自動車道の全線

開通（完成目標：平成26年度）後に利用状況を把握してから、初めてその延長の必要性が検討されるべきではなかった

か。

宮津野田川道路が事業化された平成６年当時と、野田川大宮道路が「事前評価」の対象となった平成16年度当時では、

財政状況や将来交通量予測等の社会経済情勢は大きく変化している。そこで京都府は、野田川大宮道路について、計画

規模の見直し等により京都縦貫自動車道と同規格であった前計画から約半分の総事業費に見直しを行った。この見直し

自体は時宜を得た適切な判断であったと評価される。

しかしながら、その後も情勢はさらに変化している。さらなる予算の減少下にあり、また、宮津野田川道路や京都縦

貫自動車道の開通による利用状況の結果を待たず、さらには平成20年11月に公表された国土交通省の将来道路需要の見

通しの下方修正を受け、はたして京都府は鳥取豊岡宮津自動車道の延伸を優先的に継続すべきなのであろうか。

そもそも、京都縦貫自動車道の全線が開通すれば、京都市と宮津市は約90分で繋がり、さらに6.4㎞の宮津野田川道

路が延長開通されれば、最北部の京丹後市からもわずかな距離となり、「府域を貫く南北縦貫道路」は充分に完成され

たと考えられる。
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また、野田川大宮道路は、主要観光地である天橋立をとおり越し、さらに北部に位置する路線である。京都縦貫自動

車道が全線開通していない現状では、交通量の予測自体も極めて難しいと言える。この点につき、平成15年度に開通し

た綾部宮津道路（京都縦貫自動車道の最北部を構成する綾部市から宮津市を結ぶ約23㎞の有料道路）の平成19年度の実

績交通量3,191（台／日）であったことから鑑みると、その利用状況は相当低い可能性がある。

もちろん、災害・救急時に果たす役割や、地域間の交流促進や観光をはじめとした地域経済への効果は、直近の利用

状況のみをもって測られるものではない、という意見も理解できる。しかし、現在の京都府が直面する厳しい道路予算

の下、利用状況の低い可能性があるにも拘わらず、巨額予算を必要とする高規格道路として延長することが、はたして

優先的に必要なのであろうか。

そこで、京都府は、鳥取豊岡宮津自動車道のさらなる延伸については厳格な事業評価を行い、事業の実施時期や事業

の凍結を検討する慎重さが必要であると考える。

5.4.5.宮津野田川道路の教訓

宮津野田川道路は、京都縦貫自動車道と接続され有料道路化も検討されていたことから、平成11年度の都市計画決定

時の計画に基づき京都縦貫自動車道と同規格の設計速度80㎞、暫定２車線：幅員12ｍ（完成４車線：幅員22ｍ）で計画

整備されてきた。

しかしながら、野田川大宮道路は、最新の交通量予測（※）に基づき平成18年度に計画規模を見直し、設計速度60㎞、

完成２車線：幅員10ｍで計画整備されることになった。

※最新の交通量予測：

（新）計画交通量（台／日） Ｈ11ベースＨ42予測 7,500～10,800

（旧）計画交通量（台／日） Ｈ６ベースＨ32予測 10,300～16,300

なお、両事業の概要は【表5.4.5-1】及び道路規格等は【表5.4.5-2.】のとおりである。

【表5.4.5-1】検討事業の概要

【表5.4.5-2】検討事業の道路規格等

この計画見直しにより、野田川大宮道路は総事業費が160億円となり、前計画から半減となった。このことは、宮津

野田川道路が現時点で計画されたならば、京都縦貫自動車道並みの高規格ではなく、野田川大宮道路と同規格になった

のではないかということを意味する。

そもそも、この宮津野田川道路は、京都縦貫自動車道の延長である以上、その完成による利用状況が検証されてから、

延長すべきか、また、延長するならどのような規格が適切か、が検討されるべきではなかったか。その検討により、た

とえ延長が決定されたとしても、高規格で総事業費が345億円という京都縦貫自動車道並みのものではなく、野田川大

宮道路と同規格のもので大幅な事業費削減の可能性が高かったと言える。もっとも、それ以前の問題として、事業の実

施時期や事業の一時凍結も含めて検討されるべきであったのである。

確かに、宮津野田川道路は、道路予算が右肩上がりを続けていた平成６年度から事業着手されたものであり、当時は

現在のように着手にあたっての事前評価を行っていなかったので、当時の情勢からすれば、やむをえない面があったか

もしれないが、現在の激変する社会経済情勢下にあっては大いに疑問が残る。

よって、京都府はいかなる道路整備においても例外なく、現在提唱している道路整備の優先評価を実践する必要があ

る。

5.4.6.鳥取豊岡宮津自動車道における道路新規着手箇所の優先評価の対象の検討

「京の道づくり重点プラン」では、「新京都府総合計画」や「中期ビジョン」に位置づけられている京都縦貫自動車



２ 国土交通省ホームページ 用語解説ページによればリダンダンシーとは「冗長性」、「余剰」を意味する英語であり、国土計画上

では、自然災害等による障害発生時に、一部の区間の途絶や一部施設の破壊が全体の機能不全につながらないように、予め交通ネ

ットワークやライフライン施設を多重化したり、予備の手段が用意されている様な性質を示す。
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道、新名神高速道路、鳥取豊岡宮津自動車道の３路線については、整備促進を図る路線とするとして、道路新規着手箇

所の優先評価の対象外としている。すなわち、何よりも優先的に整備を進めても構わないということである。

しかしながら、これは大きな疑問である。なぜなら、鳥取豊岡宮津自動車道を道路整備の優先評価の対象外とすれば、

今後の延伸にあたり、利用状況が極めて低いと予想されても優先的に先行する可能性が出てくる。鳥取豊岡宮津自動車

道延伸については、先に検討したように厳格な事業評価を行い、慎重な対応を望むものである。また、宮津野田川道路

の教訓は今後の鳥取豊岡宮津自動車道延伸に活かさなければならない。たとえ、それはすでに投下した事業費が無駄に

なっても今後発生する建設費や維持管理費を考えれば、英断が強く望まれる。

よって、京都府は、京都縦貫自動車道、新名神高速道路、鳥取豊岡宮津自動車道の３路線についても、厳格な優先評

価を実施すべきであると提言する。特に、鳥取豊岡宮津自動車道は、現在の綾部宮津道路の低い利用状況、また、将来

道路需要の見通しの下方修正等からみて、利用状況の低い大規模事業となる可能性が充分に考えられる。したがって、

鳥取豊岡宮津自動車道も、限られた財源を最も効果的・効率的に活用するための客観的な総合評価による優先評価の対

象とすべきであることは言うまでもない。

＜鳥取豊岡宮津自動車についての京都府の見解＞

鳥取豊岡宮津自動車道は、京都縦貫自動車道を延伸し兵庫県但馬地方を介し鳥取市までを繋ぐ道路で、府域の現

状は、宮津天橋立インターチェンジから（仮称）野田川大宮インターチェンジまでが整備区間（宮津野田川道路、

野田川大宮道路として事業中）、（仮称）野田川大宮インターチェンジから（仮称）網野峰山インターチェンジまで

が調査区間に指定されている。（仮称）網野峰山インターチェンジから兵庫県境までの間については、未指定区間

となっている。

路線延長が長い鳥取豊岡宮津自動車道は、段階的に整備せざるを得ないため、これら区間指定は、整備熟度に合

わせて国により指定される。

高速道路は、ネットワークが完成してその効果が十分発揮されるものである。しかし、段階的整備の途上であっ

ても高速道路網に繋がっている区間が延伸されると、災害時等のリダンダンシー２・信頼度の高い緊急輸送路の確

保、輸送時間短縮による地域経済とりわけ丹後地方においては観光面への波及、広域化する生活圏への対応等の効

果が期待されるものであり、これらは数値的には表しがたいものであるが、府域の経済・社会活動、府民生活の向

上、安心・安全を確保するために非常に重要であると考えている。

鳥取豊岡宮津自動車道については、府民の皆様や学識経験者等からの様々な意見をもとに策定した「新京都府総

合計画」や「中期ビジョン」に整備すべき道路として位置付けられるとともに、府民の皆様や各市町村からの御意

見や強い要望を踏まえ、整備を図ることとしている。宮津野田川道路と野田川大宮道路の事業化に当たっては、学

識経験者等外部委員による公共事業評価審査委員会において、事前評価や再評価を行って頂き、新規着手及び事業

の必要性が認められたことから、事業着手している。

なお、野田川大宮道路については、都市計画決定時（平成６年ベース）の交通量予測から最新（平成11年ベース）

の交通量予測に基づき、車線数や幅員など計画規模の見直しを行うとともに、早期供用のための道路構造・規格等

の見直しも行い、当初計画事業費から半減（320億円→160億円）となる大幅なコスト削減を図り、新規事業着手を

行った。

京都府においては、こういった経過、事業手続きを踏まえ、鋭意事業に取り組んでいるところであり、また、現

在の厳しい雇用・経済情勢を踏まえ、宮津野田川道路の供用開始を平成23年度から平成22年度に１年前倒しするこ

ととし、府北部地域の活性化と高速ネットワークの早期完成を図ることとしている。

６ 京都縦貫自動車道

6.1.京都縦貫自動車道の概要

京都縦貫自動車道は、昭和62年６月30日閣議決定された第４次全国総合開発計画における高規格幹線道路網計画を受

けて、高規格幹線道路に指定された延長約100㎞の自動車専用道路である。

京都府の南部と北部を結ぶ縦貫高速軸として、綾部工業団地、重要港湾舞鶴港の整備等、京都府北部・中部地域にお

けるプロジェクトを支援するとともに、地域間交流の促進や観光振興をはじめとする産業振興、救急医療の確保などが

期待されており、京都府民の生活と産業を支える極めて重要な道路である。また、台風23号で府北部地域が被災した折

には、一般道路の多数が通行止めになる中、被災地への緊急援助隊の進入や支援物資の輸送などに緊急輸送道路として
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大きな機能を果たしたこともまだ記憶に新しいところである。

京都縦貫自動車道は【図6.1】のように６つの道路から構成されており、現在は全体の約７割にあたる、概ね70㎞が

供用されているが、まだ一部区間が繋がっていないため、全体としての整備効果が発揮されておらず、整備効果を検証

するには、全線の完成を待たなければならない。

【図6.1】京都縦貫自動車道の全体図

老ノ坂亀岡道路と亀岡道路が昭和63年に最初に供用されて以来、平成８年に八木園部道路、平成10年には綾部宮津道

路の南区間（舞鶴大江ＩＣ～綾部ＪＣＴ）が供用され、平成15年には綾部宮津道路の残りの北区間（宮津天橋立ＩＣ～

舞鶴大江ＩＣ）が供用されると共に、丹波綾部道路の一部（綾部ＪＣＴ～綾部安国寺ＩＣ）及び京都第二外環状道路の

一部（大山崎ＩＣ～久御山ＩＣ）が供用された。そして、平成20年には丹波綾部道路の一部（綾部安国寺ＩＣ～京丹波

わちＩＣ）が供用されて、残る区間は京都第二外環状道路の一部（大枝～大山崎）と丹波綾部道路の一部（京丹波わち

ＩＣ～丹波ＩＣ）となっているが、いずれも事業中であり、それぞれ平成24年度及び平成26年度に供用予定となってい

る。

京都縦貫自動車道は、全線が自動車専用道路であり、国道としての位置付けとなっている。道路区分は第１種第３級

であり、設計速度80㎞／h、車線数４車線となっているが、園部以北では暫定２車線となっている。

このうち、京都府道路公社は、丹波以北の２つの道路、すなわち、綾部宮津道路と丹波綾部道路の事業主体となって

おり、残りの４つはＮＥＸＣＯ西日本が事業主体となっている。

京都府道路公社が事業主体となっている２つの道路の概要は【表6.1-1】のとおりである。
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【表6.1-1】京都府道路公社が事業主体となっている区間

綾部宮津道路は、一般国道補助事業及び有料道路事業として、京都府及び京都府道路公社が事業主体となっている。

有料道路事業費の総額は270億31百万円あるが、その内訳は【表6.1-2】のとおりであり、トンネル工事費66億16百万円、

交通管理施設費61億44百万円、舗装工事費13億95百万円等の工事費が257億24百万円、事務費が13億７百万円となって

いる。補助事業費・単独事業費が約928億円となっているが、京都府においては、事業費の内訳が整理されておらず、

その詳細を知るすべがない。京都府の説明責任の観点からも事業内訳などについて整理しておくべきである。

【表6.1-2】有料道路事業費の内訳

また、有料道路事業費の負担内訳は【表6.1-3】のとおり、京都府道路公社が資金調達する公庫借入金40億55百万円、

京都府が道路建設資金として支出する出資金94億61百万円、国土交通省が政府無利子貸付金として支出する135億15百

万円となっている。
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【表6.1-3】有料道路事業の負担内訳

丹波綾部道路は、一般国道直轄事業及び有料道路事業として、国土交通省及び京都府道路公社が事業主体となってい

る。有料道路事業費は総額104億60百万円であるが、その内訳は【表6.1-4】のとおりであり、トンネル工事費（トンネ

ル設備）30億71百万円、交通管理施設費48億76百万円、舗装工事費13億55百万円等の工事費が102億46百万円、事務費

が２億14百万円となっている。交通管理施設費のほぼ半分がＥＴＣ設備を含む料金徴収施設費であり、残り半分は道路

標識、道路情報板、遠方監視制御等の狭義の交通管理施設費となっている。

【表6.1-4】丹波綾部道路の事業費内訳

また、有料道路事業費の負担内訳は【表6.1-5】のとおり、京都府道路公社が資金調達する民間借入金71億45百万円、

京都府が道路建設資金として支出する出資金26億15百万円、国土交通省が政府無利子貸付金として支出する７億円とな

っている。

【表6.1-5】丹波綾部道路の負担内訳

6.2.京都縦貫自動車道の採算性

6.1.のとおり、京都縦貫自動車道は６つの道路から構成されており、そのうち丹波ＩＣ以南はＮＥＸＣＯ西日本が事

業主体なっているため、京都府及び京都府道路公社の責任において管理し、財政負担しているのは丹波ＩＣ以北の綾部

宮津道路と丹波綾部道路の２つになる。

綾部宮津道路は平成10年３月に南区間（綾部ＪＣＴ～舞鶴大江ＩＣ）が供用開始され、平成15年３月には北区間（舞
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鶴大江ＩＣ～宮津天橋立ＩＣ）が供用開始されたことにより全線開通となっている。

一方、丹波綾部道路は、現時点で全線開通されておらず、供用が開始されている京丹波わちＩＣ～綾部ＪＣＴ間10.3

㎞についても大部分（京丹波わちＩＣ～綾部安国寺ＩＣ間7.7㎞）は平成20年９月に供用が開始されたばかりである。

したがって、丹波綾部道路は実績をもって採算性を検討する段階に至っていないのが現状であり、綾部宮津道路につい

てのみ採算性を検討することが適当と考えた。

（綾部宮津道路の採算性）

京都府が作成した平成19年の国土交通省許可ベースの資料によると、丹波綾部道路と綾部宮津道路を併せた区間につ

いては、計画上は採算が取れることになっており、平成55年度に調達資金を全額償還し終わることになっている。京都

府では事業区間ごとに事業費としての予算を計上しているにもかかわらず、採算性の計算については、両区間を合算し

たベースでしか実施しておらず、事業区間ごとの採算性が直接検証できないような状況になっている。

そこで、綾部宮津道路単独の採算性を、実績をもとに検討すると、全線開通した平成15年度以降の綾部宮津道路の料

金収入（綾部安国寺ＩＣ～綾部ＪＣＴ間2.6㎞を含む）は、７億19百万円から８億88百万円と徐々に増加しており、こ

れに対して支出（管理経費及び利息）は６億36百万円から７億23百万円の間で推移しており、平成15年度から平成19年

度のすべての期間で収入が支出を上回っている。

しかし一方で、綾部宮津道路にかかる事業費270億31百万円については、全額償還する必要があり、また、大規模な

補修も今後必要になるだろうが、それらの原資は収入から支出を差引いた残額（収支差）で賄わなければならず、平成

18年度末時点で、収支差の累計額は４億28百万円のマイナスとなっている。平成19年度までで最も高い収支差であった

平成18年度の水準（２億19百万円）を今後も維持すると仮定した場合でも、調達資金を全額償還し終わるまで100年以

上かかることになる。しかも、そこには大規模な補修にかかる支出は含まれていない。

このような状況から推測すると、綾部宮津道路の事業費の大部分を丹波綾部道路の収支差によって補填する計画であ

り、採算性の低い事業区間が先に建設されたと言えるのではなかろうか。確かに、全体として収支バランスが取れてお

り調達資金を適正な期間で償還できれば、特に事業区間ごとの採算性を問題にする必要もないし、建設の順序をとやか

く言う必要もないだろう。しかし、今後の実績が計画を下回る可能性も充分あり、事業途中で建設中止を選択する余地

を残すためには、採算性の高い事業区間から順に建設していくべきではなかろうか。

なお、これはあくまでも採算性を中心に考えたものであり、道路整備の順序は、地域特性等を考慮して総合的に判断

すべきものであることはいうまでもない。

6.3.京都縦貫自動車道の交通量予測

綾部宮津道路の建設許可を得る際及び収支予算を策定する際に、当該道路の交通量予測が行われている。平成14年最

終許可に基づく交通量予測では、綾部宮津道路が全線開通となった平成15年度は4,805台／日となっていたが、実際に

はその半分ほどの2,620台／日に過ぎなかった。また、同交通量予測では、丹波綾部道路が全線開通となる平成25年度

は10,469台／日となっていたが、平成19年最終許可に基づく交通量予測では、6,892台／日に下方修正しているのであ

る。


